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第９章 市街化調整区域内における建築等の制限 
 

第１節 建築行為、建設行為の許可 

法第43条 

令第34条、第35条、第36条

規則第34条、市細則第11条

 

都市計画法 

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限） 

第43条 何人も、市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の区域内においては、都道府

県知事の許可を受けなければ、第29条第１項第２号若しくは第３号に規定する建築物以外の建築物

を新築し、又は第一種特定工作物を新設してはならず、また、建築物を改築し、又はその用途を変

更して同項第２号若しくは第３号に規定する建築物以外の建築物としてはならない。ただし、次に

掲げる建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設については、この限り

ではない。 

 ⑴ 都市計画事業の施行として行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物

の新設 

 ⑵ 非常災害のため必要な応急措置として行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種

特定工作物の新設 

 ⑶ 仮設建築物の新築 

 ⑷ 第29条第１項第９号に掲げる開発行為その他の政令で定める開発行為が行われた土地の区域

内において行う建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設 

 ⑸ 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの 

２ 前項の規定による許可の基準は、第33条及び第34条に規定する開発許可の基準の例に準じて、政

令で定める。 

３ 国又は都道府県等が行う第１項本文の建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工

作物の新設（同項各号に掲げるものを除く。）については、当該国の機関又は都道府県等と都道府

県知事との協議が成立することをもって、同項の許可があったものとみなす。 

都市計画法施行令 

（その開発行為が行われた土地の区域内における建築物の新築等が建築等の許可を要しないこと

となる開発行為） 

第34条 法第43条第１項第４号の政令で定める開発行為は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 法第29条第１項第４号から第９号までに掲げる開発行為 

 ⑵ 旧住宅地造成事業に関する法律（昭和39年法律第160号）第４条の認可を受けた住宅地造成事

業の施行として行う開発行為 

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可を要しない通常の管理行為、軽易な行為

その他の行為） 

第35条 法第43条第１項第５号の政令で定める行為は、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 既存の建築物の敷地内において行う車庫、物置その他これらに類する附属建築物の建築 

 ⑵ 建築物の改築又は用途の変更で当該改築又は用途の変更に係る床面積の合計が10㎡以内であ

るもの 
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⑶ 主として当該建築物の周辺の市街化調整区域内に居住している者の日常生活のため必要な物

品の販売、加工、修理等の業務を営む店舗、事業場その他これらの業務の用に供する建築物で、

その延べ面積が50㎡以内のもの（これらの業務の用に供する部分の延べ面積が全体の延べ面積の

50％以上のものに限る。）の新築で、当該市街化調整区域内に居住している者が自ら当該業務を

営むために行うもの 

⑷ 土木事業その他の事業に一時的に使用するための第一種特定工作物の新設 

（開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の許可の基準） 

第36条 都道府県知事（指定都市等の区域内にあっては、当該指定都市等の長。以下この項において

同じ。）は、次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、法第43条第１項の許可をし

てはならない。 

⑴ 当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物の敷地が次に定める基準（用途の変更の場

合にあっては、ロを除く。）に適合していること。 

イ 排水路その他の排水施設が、次に掲げる事項を勘案して、敷地内の下水を有効に排出すると

ともに、その排出によって当該敷地及びその周辺の地域に出水等による被害が生じないような

構造及び能力で適当に配置されていること。 

   ① 当該地域における降水量 

② 当該敷地の規模、形状及び地盤の性質 

③ 敷地の周辺の状況及び放流先の状況 

④ 当該建築物又は第一種特定工作物の用途 

  ロ 地盤の沈下、崖崩れ、出水その他による災害を防止するため、当該土地について、地盤の改

良、擁壁又は排水施設の設置その他安全上必要な措置が講ぜられていること。 

 ⑵ 地区計画又は集落地区計画の区域（地区整備計画又は集落地区整備計画が定められている区域

に限る。）内においては、当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物の用途が当該地区

計画又は集落地区計画に定められた内容に適合していること。 

 ⑶ 当該許可の申請に係る建築物又は第一種特定工作物が次のいずれかに該当すること。 

  イ 法第34条第１号から第10号までに規定する建築物又は第一種特定工作物 

  ロ 法第34条第11号の条例で指定する土地の区域内において新築し、若しくは改築する建築物若

しくは新設する第一種特定工作物で同号の条例で定める用途に該当しないもの又は当該区域

内において用途を変更する建築物で変更後の用途が同号の条例で定める用途に該当しないも

の 

ハ 建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと認められ、か

つ、市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる建築物の新築、改築

若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設として、都道府県の条例で区域、目的又は用

途を限り定められたもの。この場合において、当該条例で定める区域には、原則として、第８

条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域を含まないものとする。 

ニ 法第34条第13号に規定する者が同号に規定する土地において同号に規定する目的で建築し、

又は建設する建築物又は第一種特定工作物（第30条に規定する期間内に建築し、又は建設する

ものに限る。） 

  ホ 当該建築物又は第一種特定工作物の周辺における市街化を促進するおそれがないと認めら

れ、かつ、市街化区域内において建築し、又は建設することが困難又は著しく不適当と認めら

れる建築物又は第一種特定工作物で、都道府県知事があらかじめ開発審査会の議を経たもの 

２ 第26条、第28条及び第29条の規定は、前項第１号に規定する基準の適用について準用する。 
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都市計画法施行規則 

（建築物等の新築等の許可の申請） 

第34条 法第43条第１項に規定する許可の申請は、別記様式第９による建築物の新築、改築若しくは

用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書を提出して行うものとする。 

２ 前項の許可申請書には、次に掲げる図面（令第36条第１項第３号ニに該当するものとして許可を

受けようとする場合にあっては、次に掲げる図面及び当該許可を受けようとする者が、区域区分に

関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更して市街化調製区域が拡張された際、自己の

居住若しくは業務の用に供する建築物を建築し、又は自己の業務の用に供する第一種特定工作物を

建設する目的で土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有していたことを証する書類）を

添付しなければならない。 

図面の種類 明示すべき事項 

付近見取図 方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設 

敷地現況図 （一）建築物の新築若しくは改築又は第一種特定工作物の新設の場合 

   敷地の境界、建築物の位置又は第一種特定工作物の位置、がけ及び擁壁

の位置並びに排水施設の位置、種類、水の流れの方向、吐口の位置及び放流先

の名称 

（二）建築物の用途の変更の場合 

   敷地の境界、建築物の位置並びに排水施設の位置、種類、水の流れの方

向、吐口の位置及び放流先の名称 

 

延岡市都市計画法施行細則 

 （建築物の新築等の許可申請書の添付書類） 

第11条 省令第34条第１項の許可申請書には、同条第２項に規定するもののほか、次に掲げる図書を

添付しなければならない。 

 ⑴ 新築、増築、改築若しくは用途の変更をしようとする建築物又は新設しようとする第一種特定

工作物の敷地の登記事項証明書及び地図の写し 

 ⑵ 前号の敷地の現況写真 

 ⑶ 第１号の建築物又は第一種特定工作物が都市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「令」

という。）第36条第１項第３号イからホまでのいずれかに該当することを証する書類 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

１．規定の趣旨 

  法第43条は、市街化調整区域のうち、開発許可を受けた区域以外の区域で行われる建築行為（新

築、改築若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の建設）について、法第29条の開発許可及び法

第42条と同様の趣旨から制限を行おうとするものです。 

市街化調整区域については、スプロール防止の趣旨から開発行為について厳格な制限を課すこと

になっていますが、開発行為を伴わない建築行為、例えば、市街化調整区域が決定される前に宅地

造成された宅地に住宅をそのまま建築するものにも同様の制限を課し、秩序ある市街地の形成を図

る目的の実現のため、完全な規制の効果をあげようとするものです。 

開発行為を伴わない制限対象となる建築物等は、建築許可を要することとなります。従って、制

限対象外の建築物又は第一種特定工作物を建築又は建設する場合を除けば、市街化調整区域内にお

いて建築物又は第一種特定工作物を建築又は建設しようとするときは、開発許可か建築許可のいず
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れかの許可を得る必要があります。 

なお、土地の区画形質の変更を行う場合でも、その主たる目的が建築物に係るものでないとして

「開発行為」に該当しないとされた区域内についても、建築物の建築等に際しては、本条の許可を

要することとされています。 

 

２．国又は都道府県等が行う建築行為 

 ⑴ 第３項は、国又は都道府県等が行う一定の建築行為については、国の機関、都道府県又は延岡

市が行うものは、延岡市長との協議が成立することにより、建築物の新築等の許可があったもの

とみなす規定です。 

 ⑵ 第３項に規定する国又は都道府県等とみなされる者は次に掲げるものになります。 

  ア 独立行政法人空港周辺整備機構 

  イ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

  ウ 独立行政法人都市再生機構 

  エ 地方住宅供給公社 

  オ 日本下水道事業団 

 

３．制限対象外の建築物 

  本条の制限を受けない建築物は、次の表9-1-1のとおりです。 

表9-1-1 法第43条の適用対象外の行為 

区   分 適 用 対 象 建 築 ・ 建 設  

  

根拠条文
建築物 

第一種 

特 定 

工作物 

予定建築物

の用途によ

るもの 

１ 
法第29条第１項第２号の農林漁業用施設、従事者住宅

○ × 
法 4 3 - 1

本 文

２ 法第29条第１項第３号の公益的施設 ○ × 同 上

３ 

市街化調整区域居住者の自営する日常生活用品の販

売店舗等で延面積が50㎡以内（かつ業務用部分が全体

の50％以上） 

○ × 令 3 5 - 3

４ 非常災害時の応急措置として行うもの ○ ○ 法43-1-2

５ 仮設建築物 ○ × 法43-1-3

６ 
土木事業等のため一時的に使用する第一種特定工作

物 
× ○ 令 3 5 - 4

行為の主体

によるもの 

７ 国、県、市等が行うものの一部 ○ ○ 令21-26

８ 都市計画事業の施行として行うもの ○ ○ 法43-1-1

行為を行う

土地の区域

によるもの 

９ 
都市計画事業として行った開発行為の区域内におけ

るもの 
○ ○ 令 3 4 - 1

10 
土地区画整理事業として行った開発行為の区域内に

おけるもの 
○ ○ 同 上
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区   分 適 用 対 象 建 築 ・ 建 設  

  

根拠条文
建築物 

第一種 

特 定 

工作物 

行為を行う

土地の区域

によるもの 

土地につい

て確認のあ

るもの 

11 
市街地再開発事業として行った開発行為の区域内に

おけるもの 
○ ○ 令 3 4 - 1

12 
住宅街区整備事業として行った開発行為の区域内に

おけるもの 
○ ○ 同 上

13 
防災街区整備事業として行った開発行為の区域内に

おけるもの 
○ ○ 同 上

14 
公有水面埋立事業として行った開発行為の区域内に

おけるもの 
○ ○ 同 上

15 
旧住宅地造成事業法の認可を受けた開発行為の区域

内におけるもの 
○ × 令34-2 

通常の管理

行為 

16 
既存の建築物等の敷地内において行う車庫、物置等の

付属建築物の建築 
○ × 令35-1 

17 
建築物の改築又は用途の変更で、当該改築又は用途の

変更にかかる床面積の合計が10㎡以内のもの 
○ × 令35-2 

（注）９から15までに掲げる土地の区域内における新築又は用途の変更については、行為の主体が誰

であるかを問わずに制限の対象外となります。 

 

※ 土地区画整理事業や公有水面埋立事業等が行われた事業区域内に土地が含まれているかどうか

については、土地の登記簿謄本又は閉鎖登記簿謄本を調査することにより、確認することができ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



-229- 

第２節 許可の要件 

 

１．技術基準 

本条の市街化調整区域内における建築許可に際しては、地目上の区分ではなく、事実として既に

宅地となっている土地（農地等においては、農地転用許可が可能である土地）における行為であり、

次の２つの基準（用途変更の場合にあっては、⑴を除く。）に適合していることを要件としています。 

⑴ 排水施設が、降水量、敷地の規模・用途、放流先の状況などを勘案して、敷地内の排水を有効

に排出するものであること。また、その排出によって周辺の土地に溢水等の被害を及ぼさないこ

と。 

⑵ 地盤改良、擁壁の設置等安全上必要な措置が講ぜられていること。 

 

２．許可の要件 

  技術基準のほか、次に掲げる要件に該当しなければなりません。この要件については、法第34条

に掲げる開発行為の許可要件と同様のものとなっています。 

(1) 法第34条第１号から第10号までに規定する建築物又は第一種特定工作物。 

(2) 法第34条第11号又は第12号の条例に定められたもの（延岡市は条例未制定） 

(3) 市街化調整区域に指定された際、自己の居住又は業務の用に供する目的で土地を所有し、又は

土地の利用の権利を有していた者が、区域指定から６ヶ月以内にその旨を届け出たもので、その

目的に従って、５年以内にその土地に建築又は建設するもの（法第34条第13号） 

(4) 市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内で建築又は建設することが困難又は不適

当と認められるもの（法第34条第14号） 

なお、この場合には開発審査会の議を経なければなりません。 
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